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2021（令和 3）年の障害者雇用状況集計結果（厚

生労働省）によると、障害者雇用数は 59 万 7,786

人、実雇用率は 2.2％となり、いずれも過去最高を更

新しています。法定雇用率が、同年 3月に 2.3％（旧

2.2％）に引き上げられたことや新型コロナの影響も

あって、中小企業の障害者雇用は進まず、達成率は

47％と前年より 1.6％下がりました。

上記の統計データは、法定雇用率を基軸とした国の

障害者雇用対策を反映した内容と言えますが、重要な

のはその中身です。数値の背後に隠れている実像を見

据えねばなりません。筆者は、我が国の労働施策を

「雇用至上主義」と批判してきましたが、直接雇用へ

の固執が雇用のミスマッチや種々の問題をもたらして

います。

一方、障害者総合支援法に基づく福祉施策は、就労

継続支援 A型（雇用型）及び B型（非雇用型）事業、

いわゆる福祉的就労の体系を定めていますが、支援す

る者（職員）／支援される者（利用者）という二重構

造や公的資金（自立支援給付費）に支えられた環境に

おいて、福祉事業者の工賃アップに向けたインセン

ティブは希薄で、依然として貧困から抜け出せないで

います。コロナ禍の影響で障害者への支給工賃は減少

を余儀なくされているのに対し、職員の処遇は守られ

ており、生き残り戦略を探る民間企業と比べ危機感も

乏しいと感じます。「労働」と「福祉」の連携は未だ

不十分で、多様な障害者のニーズに応える有機的な体

系は組めず、両者の格差はむしろ拡大しています。

最近注目されている「障害者雇用代行ビジネス」と

称される新スキームの登場、企業による A型事業の

急増による歪
ひずみ

、A型事業から B型事業への逃避、最低

賃金アップの恩恵にあずかる A型に対し工賃の低迷

に苦しむ B型、さらには、B型の看板を下ろして生活

介護事業への移行といった悩ましい実態を見過ごすこ

とはできません。

障害者就労体系の根本的な見直しのためには、直接

雇用のみならず企業から福祉施設への発注促進策や

「みなし雇用制度」（発注の場合も雇用率にカウント）

の導入が有効と思われますが、残念ながら、現時点で

そのような論議は具体化していません。

本号では、障害者の雇用と福祉的就労の現状と課題

について、福島大学の長谷川珠子先生にご寄稿いただ

きました。長谷川先生は、国の労働政策審議会障害者

雇用分科会の委員も務められ、最新動向の解説に加え

先生ご自身の見解もお示しいただきました。大変示唆

に富んだ内容であり、ご参考としていただければ幸い

です。

株式会社研進　代表取締役／ JL NEWS 編集委員　出縄貴史

障害者就労体系の
根本的な見直しに向けて

集

特

Introduction  



2

1977年12月3日第3種郵便物認可（毎月18回1・2・3・5・6・7の日発行）
2022年12月17日発行 SSKP通巻第8030号（2）

福島大学行政政策学類　准教授
長谷川珠子

障害者の雇用と福祉的就労の現状と課題

はじめに

2022（令和 4）年 12 月 10 日、障害者総合支援法

（以下、総合支援法という）、障害者雇用促進法（以下、

促進法という）、精神保健福祉法等の障害者に関連す

る複数の法律を一括して改正する「障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部

を改正する法律案」が成立しました（施行日は、一部

の規定を除き 2024（令和 6）年 4月 1日です）。

この改正の趣旨は、障害者の地域生活や就労の支援

の強化等により、障害者の希望する生活を実現するた

めに、①障害者の地域生活の支援体制の充実、②障害

者の多様な就労ニーズに対する支援及び障害者雇用の

質の向上の推進、③精神障害者の希望やニーズに応じ

た支援体制の整備等の措置を講じることにあります。

以下では、同改正のうち促進法に関する部分を解説

したうえで、残された課題である「福祉的就労」（就

労継続支援 A型・B型）のあり方を検討します。

雇用と福祉の連携検討会

障害者の「雇用」は促進法、「福祉的就労」は総合

支援法というように、異なる法律によってルールが定

められています。法律の内容を議論する場も異なって

おり、促進法は労働政策審議会障害者雇用分科会が扱

い、総合支援法は社会保障審議会障害者部会が検討し

ます。その結果、雇用と福祉（的就労）にまたがる問

題を十分に議論できないという弊害が生じていました。

そこで、同分科会と同部会の双方から委員を出し合

い、「障害者雇用・福祉施策の連携強化に関する検討

会」（以下、連携検討会という）が 2020（令和 2）年

11 月に立ち上げられました。連携検討会やその下に

設置された 3つのワーキンググループにおいて議論

が重ねられ、2021（令和 3）年 6 月に報告書が取り

まとめられました。連携検討会の報告書が今回の法改

正に与えた影響は限定的ですが、引き続き制度の枠を

超えて議論していくことが重要といえます。

促進法の改正内容

１）分科会意見書

促進法を改正する場合、それに先立ち、障害者雇用

分科会が意見書を取りまとめ、それを踏まえて改正内

容が審議されます。今回の法改正においても、2022

（令和 4）年 6 月 17 日に「意見書（今後の障害者雇

用施策の充実強化について）」（以下、意見書という）

が取りまとめられました。意見書には、前回の 2019

（令和元）年促進法改正の際に先送りされた課題が多

数盛り込まれるとともに、上記の連携検討会報告書で

示された論点が取り上げられています。

２）雇用の質の向上に向けた事業主の責務の明確化

障害者の実雇用率と実雇用者数はともに増加してい

ますが、以下のような動きがあることが問題となって

います。別会社（B社）が提供・管理する農園の 1区

画を A社が借り上げ、A社と雇用契約を締結した障

害者をその農園で働かせるというものです（農作業の

指導は A社が雇用した指導員が行います）。障害者ら

は A社で「雇用」されているため、A社の実雇用率

としてカウントされますが、実態としては障害者雇用

を外注しているような状態であり、「雇用率ビジネス」

や「障害者雇用代行ビジネス」と称されています。

意見書においても、「雇用率の達成に向け障害者雇

用の数の確保を優先するような動きもみられる」とし

たうえで、「事業主に対して、障害者が持てる能力を

十分に発揮できる雇用の場を提供するとともに、雇用

後もその活躍を促進するため、キャリア形成の支援を
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含めて、適正な雇用管理をより一層積極的に行うこと

を求めることが適当である」とされました。

これを受け、改正法では、事業主の責務に「職業能

力の開発及び向上に関する措置」を行うことが追加さ

れました（改正促進法 5条）。また、衆議院及び参議

院の附帯決議において、「事業主が、単に雇用率の達

成のみを目的として雇用主に代わって障害者に職場や

業務を提供するいわゆる障害者雇用代行ビジネスを利

用することがないよう、事業主への周知、指導等の措

置を検討すること」との項目が盛り込まれました。

改正促進法 5条によって、雇用率ビジネスが直ち

に違法となるわけではありませんし、その効果は限定

的でしょう。雇用率ビジネスの台頭は、結局、「雇用」

している障害者の「数」が何よりも重視される雇用義

務制度の構造的な問題を示すものといえるかもしれま

せん。後述する就労継続支援 B型での極めて低い工

賃とも無関係ではありません。制度全体の見直しを含

めた検討が求められているように思います。

３）雇用と福祉の連携

連携検討会等では、働くことを希望する障害者が、

ハローワークに相談した場合には雇用（就労継続支援

A型を含む）が紹介され、市町村の障害福祉課等に相

談した場合には福祉的就労に振り分けられるというよ

うに、障害者の就労能力や適性、本人の希望ではなく、

相談した窓口によって働く先が決まる実態があること

が指摘されました。そこで、連携検討会報告書では、

将来的には、雇用か福祉かを選択・決定する前の段階

で、共通の枠組みによるアセスメントを実施すること

が望ましいとしつつ、まずは、雇用と福祉のそれぞれ

のサービス体系におけるアセスメントについて、実効

あるものとなるよう仕組みの構築や機能強化を図ると

いう方向性が示されました。これを受け、福祉的就労

において就労アセスメントを行う新たなサービス（就

労選択支援）が導入されることになりました（改正

総合支援法 5条 13 項）。改正促進法においても、ハ

ローワークや障害者職業センターは、就労選択支援を

受けた者に対して、就労アセスメントの結果を参考と

して、適性検査や職業指導等を行うものとされていま

す（改正促進法 12 条 2 項）。なお、これらの規定は、

公布から 3年以内に施行されます。

４）実雇用率の算定方法

ア　超短時間雇用障害者に対する実雇用率算定

促進法では、障害者の職業的自立を促進するという

法の趣旨から、事業主に雇用義務が課せられているの

は、週所定労働時間が「20 時間以上」の労働者とさ

れています。しかし、障害特性等により長時間の勤務

が難しい障害者が一定数いることから、2019（令和

元）年促進法改正によって、週所定労働時間が 10 時

間以上 20 時間未満の障害者を雇用した場合に、「特

例給付金」を支給する仕組みが導入されていました。

改正法では、この特例給付金を廃止し、特例的な取

扱いとして、週所定労働時間が 10 時間以上 20 時間

未満の精神障害者、重度身体障害者、重度知的障害者

を実雇用率の算定対象に加えるものとされました（改

正促進法 70 条、71 条）。ただし、就労継続支援 A型

の利用者は、特例的取扱いをする必要性が高くないと

して、上記算定特例の対象から除外されています。算

定に当たっては 1人をもって 0.5 カウントとする省令

改正が行われる予定であり、これにより、雇用率制度

における算定方法は下表の通りとなります。

イ　精神障害者に関する特例措置の延長

雇用率の算定にあたり、週 20 時間以上 30 時間未

満で働く精神障害者について、新規雇入れまたは手帳

取得から 3年間に限り、本来 0.5 カウントであるとこ

ろ、2023（令和 5）年 3月 31 日まで 1カウントとす

る特例措置が設けられています（表の※）。意見書で

は、①精神障害者の職場定着を進める観点からこの特

例措置を継続すること、②週 30 時間以上の雇用への

移行に要する期間には個人差があることや中長期にわ

表　雇用率制度における算定方法（太枠内が改正内容）
週所定
労働時間 30 時間以上 20 時間以上

30 時間未満
10 時間以上
20 時間未満

身体障害者 1 0.5 -
　　　重度 2 1 0.5
知的障害者 1 0.5 -
　　　重度 2 1 0.5
精神障害者 1 0.5※ 0.5
※　一定の要件を満たす場合は、0.5 ではなく 1とカウントする措置が採

られています。
出典：厚生労働省作成資料をもとに筆者作成。



4

1977年12月3日第3種郵便物認可（毎月18回1・2・3・5・6・7の日発行）
2022年12月17日発行 SSKP通巻第8030号（4）

たり週 30 時間以上の雇用に移行できない者も存在す

ることから、新規雇入れまたは手帳取得から 3年と

いう要件を外すことが、それぞれ適当であるとされま

した。今後、この内容に沿った省令改正が行われる予

定です。

５）納付金関係業務の拡充

障害者雇用分科会では、使用者側委員から、中高年

齢の障害者や長期継続勤務の障害者を雇用している場

合に、雇用率のカウントにおいて評価すること（ダブ

ルカウント等）を求める意見が出されていました。加

齢に伴い労働能力の低下がみられ、さらなる配慮を要

するということ等がその理由です。これに対しては、

年齢や勤続年数で一律に判断することは適当ではない

との意見もみられていました。そこで、雇用率ではな

く助成金によって対応することとし、加齢に伴って生

ずる心身の変化により職場への適応が困難となった障

害者の雇用継続のために必要となる措置や、障害者の

新規雇入れ及びその雇用継続に必要な援助に要する費

用等を助成金の支給対象とする内容の法改正が行われ

ました（改正促進法 49 条 4号ロ、同条 7号の 2）。

６）調整金・報奨金の支給上限の設定

障害者雇用納付金制度には、障害者雇用に伴う事業

主間の経済的負担の調整と、障害者の雇用水準を全体

として引き上げるための助成という 2つの目的があ

ります。これらの目的を達成するため、法定雇用率を

達成できない事業主から納付金を徴収し、それを財源

として、法定雇用率を超えて障害者を雇用する事業主

に「調整金」（常用雇用労働者数 100 人以下の事業主

に対しては「報奨金」）を支給するとともに、障害者

雇用に当たって必要となる施設・設備の整備、適切な

雇用管理を図るための特別な措置のための費用（助成

金）が支給されます。

これまでの制度では、調整金と報奨金の支給額に上

限がないため、一部の事業主に多額の調整金や報奨金

が支給され、その結果として納付金財源が不足し、助

成金の支給が抑制されるという事態が生じていました。

そこで、限られた財源を効果的に運用し、雇用の質

の向上に向け、事業主による障害者の職場定着等の取

組に対する支援を充実させるため、調整金や報奨金の

支給に上限が設けられることになりました（改正促進

法 50 条 1 項）。詳細は政省令で規定される予定です

が、意見書では、調整金の支給対象人数が 10 人を超

える場合には超過人数分の支給額を 50％とすること、

報奨金の支給対象人数が 35 人を超える場合には超過

人数分を不支給とすることが適当であるとされていま

す。

７）在宅就業障害者支援制度の要件緩和

在宅就業障害者支援制度とは、自宅等において就業

する障害者の就業機会の確保等を支援するため、これ

らの障害者に直接または在宅就業支援団体を介して業

務を発注した事業主に対し、障害者に支払われた報酬

に応じて、納付金制度の枠組みの中で特例調整金を支

給するものです。

2005（平成 17）年促進法改正によって導入されま

したが、在宅就業支援団体の登録要件が厳しいこと等

から、ほとんど利用されてきませんでした。そこで、

法改正では、在宅就業支援団体の登録のために必要な

在宅就業障害者の人数を 10 人から５人に引き下げる

とともに、在宅就業支援団体としての業務を実施する

者の人数（従事経験者）を２人以上から１人に引き下

げ、管理者の要件を専任以外でも認めることとしまし

た（改正促進法 74 条の 3第 4項 1号～ 3号）。

８）除外率

除外率制度とは、障害者の就業が困難とされる業種

について、障害者の雇用義務を軽減する目的で、雇用

する労働者数を計算する際に、除外率に相当する労働

者数を控除する制度であり、除外率設定業種ごとに除

外率が設定されています。しかし、障害者の就業が一

般的に困難であるとする考えは、ノーマライゼーショ

ンの理念に反するとして、2002（平成 14）年促進法

改正により廃止が決定しました。ただし、特例措置と

して当分の間は存続させ、段階的に除外率を引き下げ

ることとされ、2004（平成 16）年と 2010（平成 22）

年にそれぞれ一律に 10 ポイントの引下げが実施され

ました。

意見書では、廃止が決定しているにもかかわらず

10 年以上除外率の引下げが行われていないことは重

大な問題であるとして、除外率を一律に 10 ポイント
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引き下げることが適当であるとされました。一方で、

除外率設定業種が余裕をもって除外率の引下げに対応

できるよう十分な準備期間を設けることや、雇用率引

上げと除外率引下げのタイミングが重ならないように

することが必要だという意見が出されています。除外

率の引下げに対しては使用者側から激しい抵抗がみら

れていますが、20 年も前に決定されたことでもあり、

速やかに引下げが行われるべきと考えます。

福祉的就労の課題

１）総合支援法における就労支援

総合支援法における就労支援には、就労移行支援、

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、就労定着支援がありま

す（法改正により、就労選択支援が加わることになり

ました）。

この中の「就労継続支援」とは、「通常の事業所に

雇用されることが困難な障害者」を対象に、就労の機

会や生産活動等の機会の提供を通じて、知識や能力の

向上のために必要な訓練等を受けさせるものです（総

合支援法 5条 14 項。改正後は 5条 15 項となります）。

就労継続支援Ａ型（以下、Ａ型という）は、事業者と

障害者との間で雇用契約を締結するものとされている

のに対し、就労継続支援Ｂ型（以下、Ｂ型という）で

はそのような雇用契約を締結するものとはされていま

せん。その結果、様々な問題が生じています。以下で

は、雇用義務制度における A型の位置づけと、B型利

用者の労働者性の問題について検討します。

２）雇用義務制度における A型の位置づけ

A 型利用者は、A型事業者に「雇用」されているの

で、雇用義務制度において実雇用率に算定されます。

A型は多数の障害者を雇用していますから、ほとんど

の事業者には調整金や報奨金が支給されています。加

えて、A型は総合支援法による福祉報酬も得ます。両

制度から金銭を得ることが直ちに問題となるわけでは

ありませんが、制度の趣旨をよく考える必要がありま

す。

事業主が雇用義務を負うのは、「社会連帯の理念に

基づき、適当な雇用の場を与える共同の責務を有す

る」からとされます（促進法 37 条 1 項）。これに対

し、A型は障害者に就労の機会を提供すること自体を

目的とするものであり、その実現のために福祉報酬を

得ています。平等に障害者雇用の義務を負担する制度

の中に、このような A型を含めることは、雇用義務

制度の趣旨や理念にそぐわないといえるでしょう。

A型が実雇用率に算定されることの問題は、他にも

あります。第 1に、大企業を中心に A型事業所を設

立し、A型での障害者雇用を企業グループ全体の雇用

率にカウントするというものです。すべてが悪質とは

思いませんが、 雇用率達成の安易な手段として A型が

利用され、企業本体での障害者雇用がおざなりとなる

傾向があります。

第 2に、法定雇用率への影響です。原則として雇

用されている障害者の人数が増えるほど法定雇用率が

上昇する仕組みとなっているため、A型利用者の増加

は法定雇用率の引上げにつながります。2018（平成

30）年の見直しの際には、A型利用者数により 0.1 ポ

イント法定雇用率を引き上げる影響を有していました。

福祉的な支援を受けることができる A型の存在によ

り、支援のない企業（特に中小企業）の負担が重くな

ることは、公平性の観点からも妥当ではありません。

以上のことから、A型を雇用義務制度の対象から除

外すべきと考えます。意見書においても、「雇用率制

度におけるＡ型の利用者の扱いについては……雇用率

制度・納付金制度からの除外の可能性も視野に入れ、

一方で様々な影響も考慮しつつ引き続き検討していく

ことが適当である」とされています。

この問題について、A型を雇用義務制度の対象から

外すと、A型利用者が「労働者」でなくなり、労働法

の保護が受けられなくなると考える人がいるかもしれ

ません。しかし、次にみるように「労働者」かどうか

は、別の問題として切り離して扱うことができます。

３）「労働者性」の判断

「A型は、事業者と利用者が雇用契約を締結してい

るから労働基準法等の適用を受けるが、B型は雇用契

約を締結していないからそれらの適用を受けない」と

いう理解をしている人がいるかもしれません。しかし、

これは間違いです。
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労働基準法 9条は、「この法律で『労働者』とは、

職業の種類を問わず、事業又は事務所……に使用され

る者で、賃金を支払われる者をいう」と定義していま

す。ポイントは、①使用されるという点（指揮監督下

の労働）と②賃金を支払われるという点（報酬の労務

対償性）であり、この 2つを満たせば「労働者」に

該当し、労働基準法等が適用されます。労働者性の判

断においては、どういった契約を締結しているかや、

A型だから B型だからといったことではなく、「実態」

として①事業者から指揮命令を受けて働き、②働いた

ことの対価として報酬を得ているかどうかが重要とな

ります。

A型を雇用義務制度の対象から外すかどうかは促進

法の制度設計の問題であって、労働者かどうかとは別

の問題です。A型を雇用義務制度の対象から外したと

しても、A型利用者について上記の実態があれば、依

然として労働基準法等の保護を受けることができます。

また、B型であっても、事業者が利用者に対して指

揮命令を行い、働いたことの対価として報酬を支払っ

ている場合には、労働基準法の労働者に該当する可能

性があります。この点について、厚生労働省は、「就

労継続支援事業利用者の労働者性に関する留意事項に

ついて」（平成 18 年 10 月 2 日障障発第 1002003 号 )

を出し、B型利用者を働かせる際の留意点を以下のよ

うに整理しています。

ア　利用者の出欠、作業時間、作業量等が利用者の

自由であること。

イ　各障害者の作業量が予約された日に完成されな

かった場合にも、工賃の減額、作業員の割当の停

止、資格剥奪等の制裁を課さないものであること。

ウ　生産活動において実施する支援は、作業に対す

る技術的指導に限られ、指揮監督に関するものは

行わないこと。

エ　利用者の技能に応じて工賃の差別が設けられて

いないこと。

この通知は、労働者性の判断を反映したものであり、

①時間的な拘束が強く、作業を行うかどうかについて

利用者に諾否の自由がなく、業務遂行に関して指揮監

督がある場合であって、かつ、②報酬の労務対償性が

ある場合は、B型利用者でも労働基準法の労働者とな

ることを示しています。

一方、B型での工賃向上が課題となる中で、高い工

賃を達成しようとすれば、利用者の出欠、作業時間、

作業量等を事業者が管理することになり、生産活動に

おいて実施する支援が技術的指導を超えて指揮監督と

なる可能性が高まるといえます。また、利用者の技能

に応じ工賃額に差をつけることにもつながりやすいで

しょう。事業者はジレンマを抱えることになります。

難しい問題ですが、安価な労働力として障害者が搾

取されることを防ぐためにも、労働者性の判断は労働

基準法 9条に即して適切に行われるべきと考えます。

最低賃金を支払うことが難しいという場合には、最低

賃金法 7条 1 号に規定された減額特例を用いること

もできます。ただし、労働者性の判断を適切に行っ

た場合であっても、多くの B型利用者は労働基準法 9

条の労働者に該当しないと考えられます。労働法の保

護が及ばない障害者に対して、どのように就労条件を

保障していくかも、検討していかなければなりません。

おわりに

促進法が 1960（昭和 35）年に制定されてから、60

年以上が経過しました。その間に、納付金制度の導入、

対象となる障害者の拡大、重度障害者のダブルカウン

トや短時間労働者のハーフカウントの設定、特例子会

社制度の拡充、差別禁止・合理的配慮規定の導入等、

法改正が重ねられてきました。結果として、障害者雇

用は数としても率としても上昇を続けています。

しかし、その裏では、雇用率ビジネスにみられるよ

うな、法の趣旨や理念とは反する動きもみられていま

す。また、制度の複雑化等によって現場の負担は増え

るばかりです。既存の制度を一から見直すことは大き

な困難を伴いますが、雇用と福祉的就労の両方の制度

の根本的な見直しが必要な時期に来ているように思い

ます。


